
○社長の金子です。私からは、当社の経営の考え方と重要施策の展望に
ついてご説明します。
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○経営にあたっての基本的な考え方は、これまでと変わるものではなく、2019年
度も、「日本の大動脈と社会基盤の発展に貢献する」という当社の経営理念を、
より高いレベルで実現するために、必要な諸施策に取り組みます。

○より高い目標を目指すためには、それに見合って、企業としての能力を高める
ことが必要だと考えています。そのために、「安全に仕事を進める力」「より良いサ
ービスを提供する力」「低コストで効率的に仕事をする力」の３つの力が大切だと
考えており、2019年度も、この３つの力をさらに磨きあげていきます。

○スライド下段のグラフをご覧ください。赤の線は東海道新幹線の輸送量、緑の
線は運転本数について、2008年度を100とした指数で示しています。当社は積
極的な新型車両の投入や新大阪駅の改良などによる「のぞみ」を中心とした輸
送改善や、ネット予約・チケットレス乗車の推進などの販売面での取組みにより
サービスを磨き上げることで、輸送力を12％増やす中で、輸送量について22％
伸ばしてきました。この間、2017年度までのＧＤＰの伸びは９％であり、それを大
きく上回る伸びを達成してきました。

○現在建設を進めている中央新幹線も、この大動脈をより強くするためのもので
あり、画期的なスピードアップによる利便性向上と、大動脈輸送の二重系化によ
り、当社の使命を将来にわたり果たし続けるものです。

○このように、安全を大前提に、大動脈輸送の利便性を向上させ、より多くのお
客様にご利用いただくことで収益の拡大を図る一方で、効率的な経営に取り組
み、利益を確保することにより、安定配当の継続や長期的・安定的な雇用環境
の創出を行っていきます。当社としては、日本経済の発展に貢献すると同時に、
株主様、お客様、従業員、取引先などを含む全てのステークホルダーからの信
頼を高め、企業としての持続的な成長に繋げていきたいと考えています。
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○続いて、先日発表した、2020年春に予定している東海道新幹線の大幅なサービス
向上についてご説明します。

○ 当社はこれまで、東海道新幹線の輸送サービスを充実させるべく、1992年に300系
「のぞみ」による最高時速270ｋｍ運転を実現し、2003年には品川駅の開業と全列車の
最高速度270km/h化により、「のぞみ」中心ダイヤにシフトしました。その後もダイヤのブ
ラッシュアップに取り組み、現在は「のぞみ10本ダイヤ」により、お客様のニーズにお応
えしています。また、2015年には、23年ぶりに東海道新幹線の速度向上を実現し、最
高速度を285km/hにしています。

○この度、Ｎ700Ａタイプへの車種統一に伴う全列車の最高速度285km/h化とともに、
設備の改良等を実施することにより、2020年春のダイヤ改正で「のぞみ12本ダイヤ」を
実現することでサービスを大きく向上します。

○新しいダイヤのポイントは２点です。

○１点目は、「のぞみ」の運転本数の増加です。「のぞみ」の１時間あたりの片道最大運
転本数を、これまでの10本から２本増加し、１時間あたり12本とします。お客様のご利用
が多い時間帯に「のぞみ」を平均で５分に１本間隔で運転できるようになります。

○２点目は「のぞみ」の所要時間の短縮です。現行の「のぞみ10本ダイヤ」では、東京
、新大阪間を２時間33分から37分で運転している「のぞみ」が７本ありますが、これを「
のぞみ12本ダイヤ」では、全ての「のぞみ」が東京、新大阪間を２時間30分以内で結び
ます。

○この「のぞみ12本ダイヤ」により、ご利用の多い時間帯に「のぞみ」を増発します。お
客様が、ご自身の都合に合わせて列車をネット予約によりご予約いただき、速達化され
た「のぞみ」をご利用いただくことで、目的地までの移動時間を短縮することができます
。これにより、東海道新幹線をますます便利にご利用いただけるようになります。
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○続いて、「のぞみ12本ダイヤ」の実現のために当社がこれまで取り組んできたことに
ついてご説明します。

○まずは、時速285ｋｍで走行可能な車両への車種統一です。2020年春には、東海道
新幹線を走行する列車は、ＪＲ西日本が保有する東海道・山陽直通列車の車両も含め
て、全てＮ700Ａタイプとなります。これによる効果をスライド右上のイメージ図に示して
います。図では、横線が駅、斜め線が列車を表しています。破線で示している「こだま」
と「のぞみ」がスピードアップすることにより、赤線の「のぞみ」を追加設定できるようにな
ります。

○「のぞみ12本ダイヤ」は、当社の全系統、グループ会社も含めた総合的な取組みに
より実現します。スライド左下をご覧ください。

○まず、列車本数増の一つの制約条件となっていた、東京駅での折返し時間の短縮
を実現するために、ＡＴＣブレーキの改良、駅設備の改良と清掃作業の見直しを行い
ます。次に、スライド右下に移りまして、列車運転本数の増を可能とするための設備増
強として、電力設備改良と運行管理システムの改良を行います。このように、ハード・ソ
フト両面からの取組みを実施することにより利便性を大きく向上させます。

○当社としては、これからも長期的な視点に立ち、より多くのお客様にご利用いただけ
るよう引き続き輸送サービスの充実に努め、収益力向上に取り組んでいきます。
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○続いて、中央新幹線計画の契約や工事の進捗についてご説明します。

○スライド上段の地図では、工事契約の状況について、計画路線を青で示しており、契約済
区間を赤、山梨実験線をオレンジで示しています。南アルプストンネルや品川、名古屋の両
ターミナルなど、工期が長期間にわたり難易度が高い工区、または都市部の本線トンネル掘
削の際のシールドマシンの発進地点となる非常口などを中心に、工事契約を締結していま
す。

○設備投資額の推移については、スライド下段に記載しています。2018年度の実績は2,282
億円、2014から2018年度までの累計で5,026億円となります。

○中央新幹線計画のように工期が長期間にわたる工事の設備投資額は、工事の進捗に応
じて建設会社等に支払う金額です。トンネル、非常口、ターミナル駅等の一部として工事が
進んでいることを示しており、今後も着実に積み上がっていきます。

○一方、昨今の労務費や資材価格の上昇などにより、工事費にも影響が及んでいるのでは
ないか、とのご心配もいただきます。計画を具体化していくなかで、例えば、当初の想定より
も地質条件が悪いなどの理由で、工事費が高くなったものもあれば、逆に、創意工夫によっ
てコストが下がったものもあり、一概に申し上げることはできませんが、当社としては、安全を
確保した上で、全ての場面における工事費やコストについて徹底的に圧縮し、健全経営と安
定配当を堅持しながらこの計画を完遂する考えです。
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○工事につきましても、沿線各地で着実に進めています。

○名古屋駅においては、在来線部では地中の支障物撤去や工事桁を支える杭の打設な
どに加え、昨年11月から線路を受け替える工事桁の施工を進めています。一方、新幹線部
では、スライド左上のように、昨年６月から進めていた、地下の掘削を始める前に行う地中連
続壁工事について、新幹線高架下部分を３月末に完成させ、現在は、新幹線高架下より西
側部分で地中連続壁工事を行うための準備工事を進めています。また、品川駅では、引き
続き、地中連続壁工事を進めるとともに、スライド右上のように、線路を受け替える工事桁の
施工を進めています。

○スライド下段の写真に移りまして、南アルプストンネルの長野工区では、斜坑の掘削を進
めており、2019年度には先進坑の掘削を開始する予定です。山梨工区では、昨年３月から
本線トンネルとなる本坑の掘削も進めています。

○南アルプストンネルの静岡工区では、工事契約の締結は完了しており、昨年９月より、ト
ンネルの掘削工事着工に向けて、工事に使用する道路の整備などの準備工事を進めてい
る段階です。大井川の水資源などに関して静岡県等との協議が続いていますが、工事に
伴うリスクを回避しながら、安全に、かつ環境に配慮しながら工事を進めていく考えです。
2019年度中にはトンネルの掘削工事に着手するべく、今年度の設備投資の予算を計上し
ています。

○また、昨年10月に大深度地下使用の認可を受けるとともに、都市部トンネルの掘削に向
け、シールドマシンの製作等を行っています。例えば、スライド右下の写真でお示ししてい
る北品川非常口は、シールドマシンの発進地点となります。
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○続いて、中央新幹線計画の推進体制についてご説明します。

○中央新幹線の建設にあたり、中央新幹線推進本部内に企画推進部、リニア開発
本部、中央新幹線建設部の３つの部署を設け、専門技術者を中心に社員約1,260
名の体制で、全力で取り組んでいます。

○建設については、中央新幹線建設部にて、用地取得、土木構造物や電気施設
などの工事に係わる協議・契約・設計・施工、環境アセスメント等を担当しています
。長野県、岐阜県、愛知県の工事については、名古屋建設部を設けて対応してい
ます。

〇また、中央新幹線建設部内に、沿線７都県には工事事務所や分室、環境保全
事務所を設け、地元との協議のほか、地元の皆様からの工事や環境に関するご質
問に丁寧に対応しています。

○このほか、実用技術としては完成している超電導リニア技術の更なるブラッシュ
アップや、建設・運営・保守のコストダウンに向けた技術開発等はリニア開発本部で
、社内外の調整や法令に基づく必要な手続き・調査等は企画推進部でそれぞれ
対応しています。

○当社としては、今後も引き続き、工事の安全、環境の保全、地域との連携を重視
しながら、適切な体制を整え、全力を挙げて計画を推進していきます。
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○最後に、株主還元についてご説明します。

○当社の配当に対する考え方は、長期的な視点に立って経営を行う鉄道
事業の性格から、従前より一貫して、安定配当を継続することを基本に、各
期の経営環境、業績を踏まえて、具体的な配当額を決定するという方針で
す。

○この方針に基づき、2018年度の期末配当は、ビジネス、観光ともに輸送
量が順調に推移したことなどを踏まえ、本年１月に公表した配当予想１株当
たり70円を５円増額し、１株当たり75円とする案を株主総会に提案させてい
ただく予定です。

○また、2019年度の配当予想につきましては、先ほど申し上げた基本方針
に則って、中間・期末ともに１株あたり75円とする計画です。

○なお、これからの中央新幹線の建設期間中もこの基本方針は変わらず、
安定配当を堅持していく考えです。
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○財務部長の山田です。私からは、2019年３月期の決算概要をご説明します。

○最初に、連結決算の概要です。当社グループ全体として順調に事業展開することがで
き、増収・増益の決算となりました。

○営業収益につきましては、当社の運輸収入は、ビジネス、観光ともに多くのお客様にご
利用いただいた結果、前年度を383億円上回り、過去最大の１兆3,966億円となりました。
JRゲートタワーにおける営業収益の増加などもあり、連結営業収益についても、前年を
560億円上回り、過去最大の１兆8,781億円となりました。

○営業費は、当社の減価償却費が減少したものの、グループ会社において売上増に伴
い売上原価が増加したことなどにより、83億円の増加となりました。

○これにより、営業利益7,097億円、経常利益6,326億円、親会社株主に帰属する当期純
利益4,387億円といずれも過去最大となりました。

○中央新幹線の工事を着実に進めていくにあたり、将来に向けた施策を計画通りに進め、
好決算により経営体力をより一層強化できたことは、大きな意義があると考えています。

○長期債務の当期末残高は、連結、単体ともに４兆8,511億円となりました。また、中央新
幹線建設長期借入金を除いたその他の長期債務は１兆8,511億円となり、50億円の減少
となりました。

○設備投資については、概ね計画通り進めることができ、連結で4,673億円、単体で
4,488億円の実績となりました。
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〇続いて、各セグメントの対前年の増減についてご説明します。

〇運輸業は、当社の運輸収入の増などにより、増収増益です。

〇流通業は、ＪＲ東海髙島屋における、百貨店の売上増やタカシマヤ
ゲートタワーモールの営業通年化による賃料収入の増などにより、増収
増益です。

〇不動産業は、ＪＲ東海不動産のマンション販売収入の増等、及びＪＲ
セントラルビルのオフィス賃料収入増などにより、増収増益です。

〇最後に、その他のセグメントにつきましては、収入は前年並み。日本
車両において各事業が堅調に推移したことなどにより、増益となりまし
た。
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〇続いて、連結キャッシュ・フロー計算書について説明します。

〇営業活動によるキャッシュ・フローは、ビジネス、観光ともにご利用が順
調に推移し、当社の運輸収入は増加したものの、法人税等の支払額が増
加したことなどから、資金収入は減少しました。

〇投資活動によるキャッシュ・フローは、前期に中央新幹線建設長期借入
金１兆5,000億円を信託したこととの比較などから、資金支出は大きく減少
しました。

〇なお、中央新幹線の建設に係る設備投資による支出が「有形・無形固
定資産の取得等による支出」として計上され、一方、前年度下半期と本年
度上半期の実績に基づく取崩し額が「中央新幹線建設資金管理信託によ
る収入」にキャッシュインとして計上されます。

〇財務活動によるキャッシュ・フローは、前期にあった中央新幹線建設長
期借入金１兆5,000億円の借入がなくなり、336億円の資金支出となりまし
た。
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〇最後に、当社単体の決算についてご説明します。

〇まず、運輸収入が対前年383億円の増となり、営業収益については対前年
374億円の増となりました。

〇続いて、営業費について、主な項目についてご説明します。

〇物件費のうち、動力費は、燃料価格の上昇等により、対前年39億円の増。
修繕費は、前期にＮ700Ｓ確認試験車の新製などに関する技術開発関連費
用が計上されていたことなどにより、対前年49億円の減。業務費は、ＪＲ他社
や旅行会社に支払う発売手数料の減などがあった一方で、新元号対応にか
かるシステム関連費用や電気料金の増などがあり、対前年６億円の増となりま
した。これらの結果、物件費全体では、対前年２億円の減となっています。

〇また、減価償却費は、山梨リニア実験線の償却費が減少したことなどから、
対前年52億円の減となりました。

〇これらの結果、単体についても、営業利益、経常利益、当期純利益は増益
となり、いずれの利益についても、過去を上回る実績となりました。

〇私からの説明は以上です。
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○副社長の巣山です。私からは、まず、東海道新幹線の輸送状況を、東京
口の断面輸送量を用いて説明します。

○2018年度も、「のぞみ10本ダイヤ」を活用した需要にあわせた弾力的な列
車設定を行うなど、輸送サービスの充実に努めた結果、ビジネス・観光とも多
くのお客様にご利用いただくことができました。

○スライドのグラフの上部には、１日あたりの東海道新幹線の運転本数を記
載しています。お客様のご利用の多い時期や時間帯に臨時列車を設定する
ことにより、毎年輸送力を増強してきており、今年度も過去最多となる、１日平
均373本の列車を運転しました。

○輸送力増強の取組みに合わせ、お客様のご利用も堅調に増えています。
スライドの赤い階段状のグラフは、東京口の断面輸送量について、リーマン・
ショック後の落ち込みから抜け出した2012年度を100として指数化したもので
す。2018年度は119％に達しており、相当に高い水準にあります。

○2012年度との対比で言えば、供給量となる運転本数は＋11％に対し、断
面輸送量は＋19％伸びており、供給量を上回るペースで需要が伸びていま
す。2019年度も、引き続き「のぞみ10本ダイヤ」を活用した弾力的な列車設
定に取り組むとともに、2020年春の「のぞみ12本ダイヤ」に向けた準備を着実
に進めていきます。

○本日からゴールデンウィーク輸送に入りますが、引き続き、より多くのお客
様にご利用いただけるよう取り組んでいきます。
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○次に、2020年３月期の当社単体の通期業績予想についてご説明します。

○まず、運輸収入については、足元の輸送量が堅調に推移していることに加え、輸送
需要の増加が見込まれるゴールデンウィークの10連休などもあることから、需要にあわ
せた、より弾力的な列車設定に取り組みます。加えて、新幹線のネット予約のご利用拡
大や、沿線各地の観光施策に積極的に取り組むことなどにより需要を確実に取り込む
ことで、今年度の運輸収入は、上期で前年比101％、下期で前年比100.5％、これらを
合わせて通期では前年比100.7％、金額にすると103億円の増収を計画しています。

○営業費については、中央新幹線建設をはじめとする設備投資に関連する費用の増
加や、在来線次期特急車両及び超電導リニアに関する技術開発費の増加のほか、燃
料単価上昇による電気料金の増加を見込んだことなどにより、対前年338億円の増を
計画しています。

○その結果、増収・減益となり、営業利益、経常利益、当期純利益の各利益で減益を
見込んでいます。

16



○当社ではこれまで、列車本数の増加などの輸送サービスの向上により需要を確
実に取り込み、収益拡大に取り組む一方で、低コストで効率的な業務運営による経
営基盤の強化を図ってきました。

○スライドのグラフは、黒い折れ線が営業収益、青い棒が営業費用を示しています
。リーマンショック後の落ち込みの底だった2009年度以降、乗車人員の増加に伴い
営業収益は増加してきた一方で、営業費用の増加を抑えることができています。そ
の結果、赤い点線で示した営業利益率は上昇を継続しており、約40％と高い水準
を確保しています。

〇2019年度においては、中央新幹線の名古屋駅・品川駅の建設工事に伴う既存
設備の撤去工事費、Ｎ700Ｓの営業投入に向けた運行管理システムなどの改修費
用、駅天井等の耐震補強費用などにより、設備投資関連費用は対前年139億円の
増を見込んでいます。また、技術開発費として、在来線次期特急車両の試験走行
車の製作や、超電導リニアに関する技術開発費として、対前年41億円の増を見込
んだ他、電気料金について、燃料単価の上昇により対前年30億円の増を見込みま
した。このうち、中央新幹線関連の撤去工事費やＮ700Ｓ投入関連の費用、在来線
次期特急関連費用は、一時的なものであり、毎年この水準で継続して発生するもの
ではありません。

○今後についても、設備の維持・更新及び輸送サービスの充実に必要な設備投資
や技術開発については、毎年の経営状況を確認しながら、必要なものは今後も継
続的に行っていきます。設備やシステムの保守や更新に係る費用はタイミングによ
る各年度の波動はありますが、引き続き低コスト化に取り組むことで適切にコントロ
ールしていきたいと考えています。
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○続いて、連結の業績予想について、ご説明します。

○営業収益は、連結全体では１兆8,910億円と、対前年128億円の増収を
見込んでいます。

○これは、当社の運輸収入について103億円の増収を見込んだことに加え
、グループ会社においては、堅調な輸送量を背景とした流通業の売上増
等を見込んだことによります。

○営業費については、当社の営業費の増加に加え、流通業などにおいて
売上増に伴う売上原価の増を見込んだほか、日本車両において原価率の
高い鉄道車両案件の売上が計上されることに伴う売上原価の増などを織り
込んでいます。

○これらにより、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益
については、いずれも減益を見込んでいます。
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○続いて、2019年度に進めていく主要施策についてご説明します。まずは、安全・安
定輸送の確保に向けた主な取組みです。

○最初に、2013年度より着手した東海道新幹線の大規模改修工事ですが、昨年度も
引き続き変状発生抑止対策を進め、設備投資の実績としては表に記載のとおりとなり
ました。2019年度には340億円を計画しており、2016から2019年度の４ヶ年計画として
大枠をお示しした1,450億円に対して、2019年度の計画分を含めて1,404億円と、概ね
計画通りとなるよう施工を進めています。これまで変状発生抑止対策を施工してきてい
ますが、現在のところ全般的改修が必要と判断した箇所はありません。今後も引き続き、
不断のコストダウンを重ねながら、工事を着実に進めていきます。

○次に、地震対策として従前より進めてきました東海道新幹線の脱線・逸脱防止対策
について、スライドの下段の表をご覧ください。2018年度の実績、及び2019年度の計
画値は表に記載のとおりです。2019年度までの計画646kmについて、概ね計画通りに
進捗しており、全線1,072kmとの対比で約６割の敷設が2019年度末で完了する予定で
す。

○引き続き、安全・安定輸送の確保に最大のエネルギーをかけていきます。
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○続いて、2020年７月の投入に向けて準備を進めている次期新幹線車両Ｎ700Ｓの特
長についてご説明します。

○Ｎ700Ｓは、地震ブレーキ距離の短縮等による安全性・安定性の向上や、バッテリ自
走システム等による異常時対応能力の強化、消費電力量の削減等によるランニングコ
ストの低減などを実現するため、多くの新規機能の採用や大幅な機能向上を図った車
両です。最新で最高の車両を提供できるよう、着実に投入準備を進めていきます。

○2019年度には、確認試験車により、車両の各機器の耐久性を確認するための「長期
耐久試験」、「時速360kmでの速度向上試験」、及びバッテリ自走システムによる車両
所構内や本線での「バッテリ自走試験」などを行い、さらなる安全性の向上、輸送サー
ビスの充実に向けた試験を行います。
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○営業面においては、引き続きネット予約とチケットレス乗車サービスの拡大を図
っていきます。

○スライド上段のグラフは、年度末時点のエクスプレス予約会員数とスマートＥＸ登
録者数を棒グラフで、一日あたりの利用件数を折れ線グラフで表したものです。３
月末時点で、「スマートＥＸ」の登録者数は約226万人となり、エクスプレス予約会
員の約365万人と合わせた一日の利用件数は、約21万件となっています。ネット予
約の比率は、指定席全体に対して約４割となっています。大変多くのお客様にご
利用いただいていると考えています。

○ネット予約及びチケットレス乗車の拡大によって、ご乗車前に駅できっぷを購入
する時間をゼロにすることができ、お客様のご旅行時間が短縮されます。「のぞみ
12本ダイヤ」の実現とネット予約・チケットレス乗車の普及により、東海道新幹線を
ますます便利に使っていただけるよう取り組んでいきます。

○また、窓口主体からネット予約主体にシフトさせることで、販売体制をより効率的
なものとすることができます。スライド右下のグラフは、新幹線の運輸収入と発売手
数料の推移について、2012年度を100として指数化したものです。ネット予約の拡
大等に伴い直販比率が上昇した結果、運輸収入の伸びに対して、当社が支払う
手数料が概ね横ばいで推移していることがご覧いただけます。

○今後も、より多くの方に「エクスプレス予約」と「スマートＥＸ」サービスをご利用い
ただけるよう取り組み、「東海道新幹線の乗車はネット予約が当たり前」という機運
を醸成していきたいと思います。
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○最後に、関連事業について、今年度も引き続き「ＪＲセントラルタワーズ」と「ＪＲゲ
ートタワー」の一体的な運営をさらに充実させ、相乗効果を発揮することで、様々な
ニーズにお応えしていきます。

○2018年度における、ゲートタワーの百貨店、ホテル、ビルの主要事業の状況とし
ては、ジェイアール東海髙島屋では、ゲートタワーモールは若い女性や子育てファ
ミリー層を中心に、幅広いお客様にお越しいただいており、３月から２月の２館合計
の売上高は1,627億円と好調に推移しています。ホテルについても、ＪＲゲートタワー
ホテルの宿泊は好調で、４月から３月の平均で92.4％と高い稼働率で推移しており
、また、マリオットも前年を上回る83.0％を確保しています。ビル事業でも、オフィス
テナントの入居状況は「ほぼ満室」であり、レストラン街も平日、休日とも多くのお客
様にご利用いただいています。

○主要事業の連結営業収益への影響は、2018年度では約150億円でした。また、
利益については、タワーズと２館一体で運営していることから費用を区分することは
困難ではありますが、概算で20億円程度の利益貢献がありました。2019年度につ
いては、連結営業収益への影響は約150億円、利益面では、同じく概算で30億円
程度の貢献があると想定しています。

〇また、東京駅において、東京オリンピック・パラリンピックの開催を見据え商業開
発を進めるなど、流通事業、駅ビル事業においても積極的に取り組み、関連事業を
着実に推進していきます。

○私からの説明は以上です。
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